
社長

経営会議

住友商事株式会社

定時株主総会 : 

株主名簿管理人および特別口座の口座管理機関 : 

株主名簿管理人事務取扱場所 :

郵送物送付先 : 

電話照会先 :

単元株式数 :

公告の方法 :

上場証券取引所 :

証券コード:

ADR

比率:

上場市場 :

Symbol :

CUSIP 番号 :

ADR 名義書換代理人 :

フリーダイヤル :

TEL :

毎年6月

三井住友信託銀行株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号 

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

〒168-0063 

東京都杉並区和泉二丁目8番4号 

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

　　0120-782-031

100株

東京、名古屋、福岡

8053

1ADR=1株

米国OTC（店頭取引）

SSUMY

865613103

1-877-248-4237（CITI-ADR）

1-781-575-4555

設立年月日 : 

資本金 : 

事業年度 : 

連結子会社 : 

持分法適用会社 : 

合計:

従業員数 : 

本社 : 

URL : 

* 海外事務所が雇用している従業員170人を含む。

5,261人*（連結ベース　73,016人） 

〒100-8601

東京都千代田区大手町二丁目3番2号

大手町プレイス　イーストタワー

https://www.sumitomocorp.com

1919年12月24日

2,193億円 

毎年4月1日から翌年3月31日まで 

654社（海外562社　国内92社）

293社（海外242社　国内51社）

947社

電子公告によります。ただし、事故その他 

やむを得ない事由によって電子公告をす 

ることができない場合は、日本経済新聞に

掲載します。公告掲載の当社Webサイトは

以下の通りです。

https://www.sumitomocorp.com

Citibank, N.A.

Depositary Receipts Services

P.O. Box 43077

Providence, Rhode Island

02940-3077, USA

株主総会

監査役会 監査役

コーポレート部門 営業部門  

監査役業務部

内部監査部

経営企画部
グローバル業務部
インベスターリレーションズ部
広報部
サステナビリティ推進部
IT統括部
秘書部
人事部
人事厚生部
グローバル人材マネジメント部
文書総務部
法務部
コンプライアンス推進部
物流管理部
財務部
事業金融部
アセットマネジメント推進部
主計部
総合経理部
リスクマネジメント第一部
リスクマネジメント第二部
リスクマネジメント第三部
リスクマネジメント第四部
リスクマネジメント第五部
トレジャリーサービス部
市場取引管理部
コーポレート経理部
金属経理部
輸送機・建機経理部
インフラ経理部
メディア・生活関連経理部
資源・化学品経理部

金属業務部
鋼板本部 
自動車金属製品本部 
軽金属・輸送機金属製品本部 
鋼管本部

取締役会

金属事業部門

輸送機・建機業務部
リース・船舶・航空宇宙事業本部
自動車製造事業本部

（金属事業部門との共管）
自動車流通事業本部
自動車モビリティ事業本部
建設機械事業本部

輸送機・建機事業部門

メディア・デジタル業務部
メディア事業本部
デジタル事業本部
スマートプラットフォーム事業本部

メディア・デジタル事業部門

生活・不動産業務部
ライフスタイル・リテイル事業本部
食料事業本部
生活資材・不動産本部

生活・不動産事業部門

インフラ業務部
社会インフラ事業本部
電力インフラ事業本部
物流インフラ事業本部

インフラ事業部門

資源・化学品業務部
資源・エネルギー プロジェクト管理部
資源第一本部
資源第二本部
エネルギー本部
基礎化学品・エレクトロニクス本部
ライフサイエンス本部

 資源・化学品事業部門

国内店舗
3法人
6支社

海外店舗
38法人
2支店

1出張所
25事務所

会社概要 （2018年3月31日現在　本社所在地は10月1日現在） 組織図 （2018年10月1日現在）

株式情報（2018年3月31日現在）
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編集方針

報告対象範囲など

対象期間 : 2017年4月1日～2018年3月31日
（一部、2018年4月以降の活動内容を含みます）

対象組織 : 住友商事単体と住友商事グループ 

前回発行 : 2017年7月

次回発行予定 : 2019年夏

将来情報に関するご注意

お問い合わせ先
住友商事株式会社 インベスターリレーションズ部
TEL: 03-6285-3469 FAX: 03-6285-6292
E-mail: ir@sumitomocorp.com

当社はWebサイトでの情報開示の充実に努めている他、株主・投資家の皆様とのダイレクト・コミュニケーションの場を設けていま

す。下記の取り組みは、株主・投資家の皆様との対話に関する責任者として指定された執行役員が統括し、社内関係部署が連携し

て情報発信を行うとともに、株主・投資家の皆様からの意見収集を行っています。当社は今後も経営の透明性を高めつつ、常に公平

な情報開示を実施し、財務情報だけではなく、非財務情報も統合し、当社グループの中長期的な企業価値向上への取り組みを示

すことで、株主・投資家の皆様との信頼関係の強化に努めていきます。

2017年度活動実績

4月

個人投資家
向け

アナリスト・
機関投資家

向け

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

通期決算発表

定時株主総会

ESG意見交換会

海外IRロードショー 海外IRロードショー 海外SRロードショー

個人投資家説明会
オンライン
個人投資家説明会

施設見学会（ジュピターショップチャンネル） 施設見学会
（ミャンマー通信事業、
 工業団地事業）

統合報告書発行

第1四半期決算発表 第2四半期決算発表 第3四半期決算発表

国内機関投資家との個別面談

161件

個人投資家説明会

10都市11会場

個人投資家説明会参加者

1,460名

オンライン個人投資家説明会参加者

335名東京

横浜

仙台

札幌

名古屋大阪

神戸京都
広島

福岡

海外ロードショーで実施した
投資家との個別面談

69件

アメリカ

24件

ヨーロッパ

26件

アジア

19件

参照した外部のガイドライン

IIRC 国際統合報告フレームワーク

ISO26000「社会的責任に関する手引」

（社）日本経済団体連合会「企業行動憲章」
（2010年9月14日）

環境省環境報告ガイドライン2012年版

本統合報告書には、「中期経営計画2020」などについてのさまざま
な経営目標およびその他の将来予測が開示されています。これら
は、当社の経営陣が「中期経営計画2020」を成功裡に実践すること
により達成することを目指していく目標です。これらの経営目標およ
びその他の将来予測は、将来の事象についての現時点における仮
定および予想ならびに当社が現時点で入手している情報に基づい
ているため、今後の四囲の状況などにより変化を余儀なくされるも
のであり、これらの目標や予想の達成および将来の業績を保証する
ものではありません。従って、これらの情報に全面的に依拠されるこ
とは控えられ、また、当社がこれらの情報を逐次改訂する義務を負う
ものではないことをご認識いただくようお願い申し上げます。

* IR: Investor Relations　SR: Shareholder Relations

IR・SR活動 （2018年3月31日現在）
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IR・SR活動 （2018年3月31日現在）
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